
災害時交通マネジメント検討部会（案） 

 

○目的 

 災害、事故等により幹線道路（高速、直轄）や鉄道が広範囲に被災し、長

期間の交通ネットワーク途絶の恐れがある場合、幹線道路の渋滞緩和を図る

ための交通マネジメントを検討・実施する 
 

○位置づけ 

 各県渋滞協の検討部会の一つとして位置づける。 
会議は公表を前提 
 

 

○検討体制 

 構成員は別表を参考とし、被災範囲に応じて都度検討する 
 会長、副会長：有識者※、事務局：各県代表国道事務所 
 ※有識者の選定・依頼については、各県内在住在勤の有識者を基本に事務局にて行う。 

 

○議論の内容 

 交通マネジメント施策の検討、実施に係る関係機関調整、実施結果の検証 
 
 

資料５ 



○中部版くしの歯作戦との関係 

 

 



災害時交通マネジメント検討部会 

設  立  趣  旨 

近年、地震や豪雨などの自然災害により、交通ネットワークに被害を受け

た場合、被災した都市圏の経済・産業活動、日常生活活動に大きな影響を及

ぼすおそれがある。 

こうした状況に備え、発災後速やかに関係機関の協働体制構築、ハード・

ソフト両面における対策の検討・実施するために、また、平常時における発

災直後の交通マネジメントに関する検討を実施するため、「災害時交通マネジ

メント検討部会」を、静岡県道路交通渋滞対策推進協議会の検討部会の一つ

として設置するものである。

（案）



静岡県道路交通渋滞対策推進協議会規約（一部改正案） 

第１条（名 称） 

本協議会は「静岡県道路交通渋滞対策推進協議会」（以下協議会という）と称する。 

第２条（目 的） 

１． 静岡県内における道路交通の渋滞解消を図るため、道路管理者、公安委員会、運輸局、及び

都市計画部局など関係機関の間で意見交換、調整を図り、円滑な道路交通を確保するとともに、

健全な都市形成に資することを目的とする。 

第３条（組 織） 

協議会は本目的に関係する団体等で構成する。 

第４条（協議会） 

１． 協議会は委員の要請により会長が招集する。会長は国土交通省中部地方整備局静岡国道事務

所長とする。 

２． 委員は、別表１に定めるとおりとする。但し、必要に応じ関係者の出席を求めることができ

るものとする。 

第５条（協議会の運営・進行） 

協議会の運営・進行は、会長がこれにあたることとする。 

第６条（地域の検討部会） 

１． 第２条に規定する事項について、静岡県の西部、中部、東部伊豆地域ごとに事前調査及び調

整を行うため、協議会に各地域の検討部会を置く。 

２． 検討部会の部会長は関係地域の国土交通省直轄国道事務所の副所長（技）とする。 

３． 検討部会は協議会を組織している関係団体等のなかから部会長が指名する職員で組織する。

但し、必要に応じ関係者の出席を求めることができるものとする。 

４． 第４条及び第５条の規定は検討部会の会議に準用する。この場合において、同条中「協議会」

とあるのは「検討部会」、会長とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。 

第７条（災害時交通マネジメント検討部会） 

１． 第２条に規定する事項について、災害時交通マネジメント検討部会を置く。 

２． １に規定する事項について、別添１に定めるとおりとする。 

第７８条（事務局） 

協議会の事務局は国土交通省中部地方整備局静岡国道事務所計画課、中部運輸局静岡運輸支局、

静岡県交通基盤部道路局道路企画課、静岡県警察本部交通部交通規制課、静岡市建設局道路部道

路計画課、及び浜松市土木部道路企画課に置く。 

また、検討部会の事務局は部会長が所属する国土交通省直轄国道事務所の調査担当課に置く。 

第８９条（その他） 

本規約に規定されていない事項については協議会に諮り決定することとする。 



 

<附 則> 

 １．この規約は平成２年１２月１４日から施行する。 

 ２，この規約改正は平成５年 ６月１４日から施行する。 

 ３．静岡県道路交通円滑化連絡協議会（平成２年１２月１４日発足）は廃止する（平成５年６月１４日付） 

 ４．この規約改正は平成 ５年 ８月３０日から施行する。 

 ５．この規約改正は平成 ６年 ９月２１日から施行する。 

 ６．この規約改正は平成 ９年 ３月１９日から施行する。 

 ７．この規約改正は平成 ９年１０月３０日から施行する。 

 ８．この規約改正は平成１７年１０月３１日から施行する。 

 ９．この規約改正は平成２０年 １月１５日から施行する。 

１０．この規約改正は平成２４年 ６月２７日から施行する。 

１１．この規約改正は平成２５年 ６月２８日から施行する。 

１２．この規約改正は平成２７年 ３月２３日から施行する。 

１３．この規約改正は平成２７年 ９月２９日から施行する。 

１４．この規約改正は平成２８年 ７月２５日から施行する。 

１５．この規約改正は令和  年  月  日から施行する。 

 



◎ 中部地方整備局 静岡国道事務所長

〃 建政部　都市整備課長

〃 道路部　道路計画課長

〃 道路部　地域道路課長

〃 道路部　交通対策課長

〃 沼津河川国道事務所長

〃 浜松河川国道事務所長

中部運輸局 交通政策部 計画調整官

〃 静岡運輸支局長

静岡県 交通基盤部　道路局　道路企画課長　　

〃 交通基盤部　道路局　道路整備課長

〃 交通基盤部　道路局　道路保全課長

〃 交通基盤部　都市局　都市計画課長

〃 交通基盤部　都市局　地域交通課長

〃 交通基盤部　都市局　街路整備課長

静岡市 建設局　道路部長

〃 都市局　都市計画部　交通政策担当部長

浜松市 土木部長

〃 都市整備部長

静岡県警本部 交通部　参事官兼交通企画課長

〃 交通部　交通規制課長

中日本高速道路(株)東京支社 総務企画部　企画調整課長

〃 保全・ｻｰﾋﾞｽ事業部　交通技術課長

〃 保全・ｻｰﾋﾞｽ事業部　交通管制課長

静岡県道路公社 常務理事

静岡県トラック協会 専務理事

静岡県バス協会 専務理事

静岡県タクシー協会 専務理事

中部地方整備局 静岡国道事務所 計画課

中部運輸局 静岡運輸支局

静岡県 交通基盤部 道路局 道路企画課

静岡県警本部 交通部 交通規制課

静岡市 建設局 道路部 道路計画課

浜松市 土木部 道路課

◎　会長

事務局

所　属 役　職

令和元年度　静岡県道路交通渋滞対策推進協議会名簿

別表１



 

静岡県災害時交通マネジメント検討部会 規約（案） 

 

（名称） 

第１条 本会は、「静岡県災害時交通マネジメント検討部会（以下、｢検討部会」という｡）」と称す。 

 

（目的） 

第２条 災害、事故等により幹線道路（高速、直轄）や鉄道が広範囲に被災し、長期間の交通ネッ

トワーク途絶の恐れがある場合における幹線道路の渋滞緩和を図るため、交通マネジメン

ト及び交通需要マネジメントからなる交通マネジメント施策の包括的な検討・調整等を行

うことを目的とする。 

 

（所掌事務） 

第３条 本検討部会は次の事項について、検討及び調整、検証を行う。 

１）交通マネジメント施策の検討 

２）交通マネジメント施策の実施に係る関係機関との調整 

３）交通マネジメント施策の実施結果の検証 

４）その他、必要な事項 

 

（組織） 

第４条 本検討部会は、別紙に掲げる委員によって構成する。 

１）必要に応じ、関係者の出席を求めることができるものとする。 

 

（会長） 

第５条 検討部会に会長を置く 。 

１）会長は、学識経験のある者である委員のうちから互選により選任する。 

２）会長は、検討部会を総括し会議の議長となる。 

３）会長に事故等がある場合は、あらかじめ会長が指名する委員がその職務を務める。 

 

（運営） 

第６条 検討部会は会長が招集し、あらかじめ通知した内容について審議・議論する。 

 

（任期） 

第７条 任期は、検討部会設立から検討部会における検討が終了し、検討部会が解散されるまでの

期間とする。 

 

（事務局） 

第８条 検討部会の開催事務局は、中部地方整備局静岡国道事務所計画課に置く。 

 

別添１ 



（その他） 

第９条 この規約に定めのない事項、疑義が生じた場合は検討部会の承認を得て定めるものとする。 

 

附則（施行期日） 

この規約は、令和○年○月○日から施行する。 

  

  



 
委員名簿 

  
学識経験者 
学識経験者 
学識経験者 
学識経験者 
学識経験者 
中部地方整備局道路部道路計画課   課長 
中部地方整備局道路部地域道路課   課長 
中部地方整備局道路部交通対策課   課長 
中部地方整備局道路部道路管理課   課長 
中部地方整備局静岡国道事務所    副所長 
中部地方整備局沼津河川国道事務所  副所長 
中部地方整備局浜松河川国道事務所  副所長 
中部運輸局交通政策部        計画調整官 
中部運輸局静岡運輸支局       支局長 
静岡県警察本部交通部交通規制課   課長 
静岡県交通基盤部道路局道路企画課  課長補佐 
静岡県交通基盤部道路局道路整備課  課長補佐 
静岡県交通基盤部道路局道路保全課  課長補佐 
中日本高速道路（株）東京支社総務企画部企画調整課      課長 
中日本高速道路（株）東京支社保全・サービス事業部交通技術課 課長 
中日本高速道路（株）東京支社保全・サービス事業部交通管制課 課長 
日本道路交通情報センター東京事務所 次長 
静岡県トラック協会         専務理事 
静岡県バス協会           専務理事 
静岡県タクシー協会         専務理事 
鉄道事業者             調整中 

 
 
※被災範囲や被災状況に応じて、市町村や民間公共交通機関などを随時追加する。 
※中部版くしの歯作戦が開始された場合など、他の災害対応体制が設置された場合は、

参加委員の調整を図るなど柔軟に対応する。 

 

別紙 




